
 

さらなる年金削減の中止を求める意見書 

 

 

 厚生労働省は、「特例水準」を解消するとして、昨年１０月から１％、今年４月から０．

７％削減し、来年４月にも０．５％削減する予定です。 

 年金の削減は、「特例水準の解消」を理由としていますが、今年４月からは消費税も増

税され、灯油や生鮮食料品、医療費の値上がり、さらには社会保険料の引き上げなどで

高齢者の生活はいっそう厳しさを余儀なくされており、実情にまったくそぐわない措置

と言わざるを得ません。 

 昨年１２月に改定通知が届いてからの年金受給者による行政不服審査請求は、全国で

１２万６千人、福島県でも２，３５０人を超えたと報じられており、年金削減による高

齢者の怒りや不安は今後ますます高まることが予想されます。年金の削減は消費を冷え

込ませ、不況を一層深刻にし、国の経済にも影響を与えるものです。特に大震災と原発

事故に苦しんでいる福島県にあっては、高齢者のみならず、すべての県民にとって大き

な痛手であり、安倍首相の言う「福島の再生」や「経済の好循環」の政策に逆行するも

のです。 

 年金削減に続いて、さらに政府はマクロ経済スライドの実施による連続的な年金削減

や受給年齢の引き上げを立法化しようとしています。年金制度の改悪によって、若者を

中心に年金離れが一層進み、年金制度への信頼がさらに低下することが懸念されます。 

 よって、高齢者の生活と地域経済を守るためにも、「さらなる年金の削減を中止するこ

とを求める意見書」を地方自治法第９９条の規定により提出します。 

 

 平成２６年６月２７日 

 

福島県国見町議会 議長 八 島 博 正 

 

（宛先） 内閣総理大臣、厚生労働大臣、財務大臣 


